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５．役員の状況
役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事７人、監事２人。
任期は国立大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人名古屋大学の役員等に関する規程の定めるところ

による。

役職 氏 名 就任年月日 主 な 経 歴

学長 平野 眞一 平成16年４月１日～ 平成11年４月 高温エネルギー変換研究センター長
平成14年４月 先端技術共同研究センター長
平成15年４月 工学研究科長

理事 山下 廣順 平成16年４月１日 平成12年１月 理学研究科長
～平成18年３月31日

理事 森 英樹 平成16年４月１日 平成８年４月 法学部長
～平成18年３月31日

理事 若尾 祐司 平成16年４月１日 平成11年11月 文学部長
～平成18年３月31日 平成12年４月 文学研究科長

理事 杉浦 康夫 平成17年４月１日～ 平成15年４月 医学部長 医学研究科長

理事 山本 進一 平成16年４月１日～ 平成14年４月 生命農学研究科長

理事 豊田 三郎 平成17年４月１日～ 平成17年４月 事務局長

理事 林 光佑 平成16年４月１日～ 昭和58年４月 名古屋弁護士会副会長
平成10年４月 日本弁護士連合会副会長

名古屋弁護士会会長
中部弁護士連合会理事長

監事 木村 洋一 平成16年４月１日～ 平成３年６月 中部電力（株）取締役燃料部長
平成５年６月 中部電力（株）常務取締役企画室長
平成７年６月 中部テレコミュニケーション（株）

代表取締役社長
平成15年６月 中部テレコミュニケーション（株）

相談役

監事 湯本 秀之 平成16年４月１日～ 昭和60年11月 監査法人等松青木会計事務所
平成元年10月 監査法人伊東会計事務所
平成15年６月 中央青山監査法人
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１２．経営協議会・教育研究評議会

○ 経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

加藤 鐵夫 （独）農林漁業信用基金副理事長

兼松 顯 名城大学学長

郷 通子 お茶の水女子大学学長

小林 秀資 （財）長寿科学振興財団理事長

齋藤 明彦 トヨタ自動車（株）相談役、 (株）デンソー取締役副会長

榊原 定征 東レ（株）代表取締役社長

柴田 昌治 日本ガイシ（株）代表取締役会長

角田 牛夫 中日新聞社専務

丹羽宇一郎 伊藤忠商事（株）取締役会長

平野 眞一 総長

山下 廣順 理事・副総長

森 英樹 理事・副総長

若尾 祐司 理事・副総長

杉浦 康夫 理事・副総長

山本 進一 理事・副総長

豊田 三郎 理事・事務局長

井口 昭久 医学部附属病院長

伊藤 義人 附属図書館長
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躍できる人材を育 の顕彰を継続して行い、学内外に公表 して1億円の予算を措置し、その一部を活用
成するため、課外 する。課外活動施設の計画的な改善に して陸上競技場フィールド部分を人工芝化し
活動プログラムに 着手する。 た。
特別の支援を行う。 各種競技大会で優秀な成績を修めた個人7

名および8団体に対して、体育会会長（総長）
表彰として、表彰状および記念品を授与した。
平成18年度の表彰に向けて、各クラブに本制
度の周知徹底を図った。
学業成績が特段に優秀と認められる者や、

課外活動・ボランティア活動等の社会的貢献
活動で顕著な実績を上げた者に対し、「学修
への取り組み」5名、「正課外活動の取り組み」
4件（個人2・団体2）を、総長顕彰として表
彰した。

14 学部及び大学院 英語による授業や、英語で書かれた 短期留学生特別コース（NUPACE）の成績評
での英語による教 教科書・教材を利用した授業の開講数 価を、UMAP単位互換方式（UCTS）に変更し、
育プログラムの開 を増加させる。短期留学生特別コース 海外の大学との単位互換を円滑化した。
講数と受講者数を (NUPACE) の充実につとめる。学生の オンライン初級日本語文法教材の使用状
増加させる。 英語力向上のためのプログラムを用意 況、教員の意見から問題点を把握し、改善し

する。 た。また、英語、中国語、韓国語に加えてタ
15 留学生に対する オンライン日本語コースの実施状況 イ語、スペイン語の5カ国語、7バージョンに
日本語教育プログ を踏まえ、改善策を検討する。 拡充した。さらに「オンライン中・上級日本
ラムを強化する。 各学部・研究科が実施している海外 語読解・作文コース」および「オンライン漢

の大学との単位互換等の状況を把握 字コース」を実施し、次年度に向けて改善し
16 海外の大学との し、改善のための実践事例を調査する。た。
単位互換プログラ 法学研究科では、ウズベキスタンのタシケ
ムの充実を図る。 ント法科大学内に日本法教育研究センターを

設置し、モンゴルにおいても日本法教育研究
センター準備室を開設した。理学研究科およ
び物質科学国際研究センターでは、日本学術
振興会のパイロットプログラムとして、ミュ
ンスター大学との大学院共同教育プログラム
を開始した。
英語による授業の開講数は、全学で224か

ら252に増加した。
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線LAN設備を設置した。

26 在学生の自主的 自立的学習の支援を目的とした e- 全学教育科目「情報リテラシー（文系）」、
学習を促進する Learning環境を整備する。e-Learning 「統計学」、「宗教と人類文化」のe-Learning
e-Learningの教授 を用いた授業についてデータを蓄積 の教材化を図った。学生の学習過程を把握で
・学習システムを する。全学留学生のうち特に中・上級 きる試作版を検証し、必要な機器基盤を整備
創設するとともに、の学生を対象としてオンライン作文コ した。
e-Learningに関す ースの改善及び漢字コースの補助教材 情報連携基盤センター、情報メディア教育
る研修制度を確立 を開発する。AAACU（アジア農科系大 センター、情報セキュリティ対策推進室が連
する。 学連合）との連携により作成するコー 携し、全新入生を対象に情報セキュリティ研

スをAC21オンライン教育プログラムの 修を実施し、適切な知識の習得を支援した。
一環として活用するための準備を進め 留学生センターは、「オンライン中・上級
る。セキュリティガイドライン e- 日本語読解・作文コース」および「オンライ
Learning システムを利用して、教職 ン漢字コース」を実施し、次年度に向けて改
員及び新入生に対する情報セキュリテ 善作業を行った。
ィ研修を推進する。 生命農学研究科と農学国際教育協力研究セ

ンターは、e-Learningの活用・実施における
問題点を整理し、アジア農科系大学連合メン
バー国を含む学内外の講師を招いてFDを行っ
た。
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きその充実を図る。 中部TLOと「再実施権付通常実施権許諾契
52 中部ＴＬＯ等と 中部TLOに発明の市場性調査、ライ 約」を継続し、連携を推進することにより、
連携して知的財産 センシング等の業務を委託し、大学保 6件、5,554千円の特許等実施料収入を得た。
の企業への移転及 有特許の実施をさらに促進する。その 青色発光ダイオード関係の特許等実施料収入
び技術指導を促進 他の連携の在り方についても継続して は約1.9億円であった。
し、知的財産の社 検討する。 医学系研究科では、研究者への特許に関す
会還元を図る。 る啓発活動を展開し、年間特許申請件数を52

件（国内40件、海外12件）と増加させた。ま
た、工学研究科主催のテクノ・フェアを開催
し、展示、講演会によるシーズの公開に努め
た。
上記体制整備と連携を進める中で、発明の

届出件数289件（47件増加）、特許出願件数20
5件（71件増加）の成果があった。
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（Ⅰ．大学の教育研究と質の向上 ３．その他の実施状況）

（３）附属病院に関する実施状況

中期 （医療の質管理）
目標 ① 総合的質管理を実施することによって、病院のコアである診療活動が質の面でも効率の面で

も高い評価が得られるようにする。
（臨床教育・臨床研究のシステム化）
② 国際的水準の臨床教育及び生涯学習並びに臨床研究を実施するため、医学部・医学系研究科
と附属病院の連携協力を密接にした運営組織体制を構築する。

（運営管理体制の整備）
③ 病院長の適切なリーダーシップを確立し、すべての部門で説明責任を伴う意志決定体制を構
築する。

（人事管理・評価システム）
④ 医療に対して、高い志かつ業務に精通した優れた人材を確保するために、評価システムを確
立する。

（病院財務の健全化）
⑤ ミッションに基づいた戦略的病院経営を実現し、健全な財務体質の獲得を目指す。
（地域疾病管理）
⑥ 地域医療連携及び疾病管理を推進する。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

80 医療安全、患者 医療安全管理室を改組し、医療安全 医療安全管理部を設置し、専任教員（助教
アメニティーを含 管理部を設置し、専任教員をおく。イ 授）を配置した。同部の業務支援のため医事
む医療の標準化を ンシデント報告等患者安全指標の定期 課医療安全管理掛を置いた。
促進する。 的モニターを実施する。あわせてその 医療情報システムを活用し、インシデント

成果と変化動向の周知について検討を レポートを月毎にモニターする体制を整備し
開始する。クリニカルパス普及のため た。インシデントの内容，原因等を分析し、
の院内組織整備を2004年度に引き続き 防止対策の周知に努めた。医療安全管理研修
進め、院内各科すべてにおいて標準的 を開催し、職員の約9割が出席した。弁護士
クリニカルパスを作成する。可能な疾 を講師に招き、医療安全に係る研修会を開催
患においてクリニカルパスに基づく標 した。
準診療原価の算定を行う。クリニカル クリニカルパスの作成に努め、累計79種類
パス実施による成果を在院日数変化等 となった。新入院患者に対するパス適用率が
で確認する。患者満足度調査と職員満 16.2％となり、前年度比で2.8ポイント向上
足度調査を実施する。患者の自立支援 した。院内クリニカルパス大会を年2回開催
・アメニティ向上に向けた取り組みを した。移植外科等でクリニカルパスに基づく
推進する。 標準診療原価の試算を開始した。

患者サービスの改善・向上のため、2004年
度実施した患者満足度調査結果を全部署に配
布した。職員満足度調査の一環として、看護
師離職状況を調査した。
外来棟に総合案内を配置し、待合ホールの

案内表示の見直し等の環境整備を行った。患
者の自立を支援する患者情報センターを新中
央診療棟に設置した。

81 プロセス評価及 事務部門の業務改善活動を活動基準 検査部では、標準手順書の作成、業務品質
び実績評価を行う。原価管理法を応用し、課単位で実態調 改善目標の設定等の作業を開始した。

査に着手する。それに基づく業務フロ 放射線部の夜間業務の改善のために、現状
ーの再考と業務量のモニターを開始す の分析とシミュレーションを行った。
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ークの構築にイニ 充実のために指導的役割を果たす。本 の紀要をとりまとめ、配布した。中等教育研
シアチブをとり、 年度の研究大会開催校の大会運営を積 究協議会を主催した（教員約300名、保護者
先端的教育モデル 極的に支援するとともに、成果を発表 等約100名参加）。
の普及を促進する。する。中等教育研究協議会を開催し、

文部科学省研究開発学校として2期6年
間の総まとめの研究発表を行う。

101環太平洋諸国を 教員研修留学と、JICAの中等教育開 教員研修留学制度（3名）とJICA中等教育
中心とした中等教 発プログラムにおける附属学校の位置 開発プログラム（10名）に協力し、附属学校
育職員の人材開発 付けを検討する。また、名古屋大学に へ研修生を受け入れた。本学の海外研究者子
に貢献するために、滞在する外国人研究者子弟の教育支援 弟の附属学校への受け入れ枠を設定し、1名
教員研修留学やＪ の制度化に向けて検討を始める。 受け入れた。教育発達科学研究科が検討中の
ＩＣＡ中等教育研 JICAからの受託事業、「パラグアイにおける
修プログラム等の 中等教育の管理運営研修事業へ」の協力に対
一層の充実を図る。 し、附属学校教員が現地調査等に同行、応募

準備に協力した。













- 43 -

（Ⅱ．業務運営の改善及び効率化）

３．人事の適正化に関する実施状況

中期 （人事方針）
目標 ① 公正で一貫性のある採用と昇進の基準を公開し、卓越した志ある教職員を確保するような

処遇を工夫する。
（柔軟な人事評価システム）
② 雇用形態を多様化し、それぞれの形態に応じた適切かつ柔軟な人事評価システムを整備する。
（人員（人件費）管理）
③ 中長期的な人事計画の策定と組織別職員の配置等を行うための適切な人員（人件費）管理を
行う。

（事務・技術職員の育成）
④ 法人化に対応して高度の専門性が必要とされる事務職員・技術職員の育成と増員を図る。
（快適な教育研究・職場環境の確保）
⑤ 各種相談・診療体制を強化し、教職員にとって快適な教育研究・職場環境の確保を図る。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

116採用基準の明確 教員の採用にあたり公募制をさらに 多くの部局で公募制を採用した(講師以上
化と公開原則を確 推進し、公募要領を関連学会誌やWeb の公募比率49％）。講師以上で外部からの採
立する。 サイトに掲載するなど、応募資格・採 用率は44％であった。公募要領を本学Webサ

用基準の公開を進め、人事の透明性を イト、関連学会等Webサイト等に掲載し、資
117公募人事の比率 高める。 格要件の明確化および応募の公正化を図っ
を高め、他大学出 た。
身者の比率をさら
に高めていく。

118事務及び技術職 専門性を向上させるために必要な資 資格または特殊な技術を必要とするポスト
員の専門性の向上 格の取得や研修を奨励するとともに、 について、医療業務従事者7名、理化学用ガ
と改善のための支 高い専門性を持つ職員の処遇改善等に ラス細工技術職員1名を公募し、選考採用し
援と援助の制度を ついて、さらに検討を進める。 た。
整備する。 衛生管理者（第二種）の資格を13名、作業

環境測定士（第一種及び第二種）の資格を4
名に取得させた。技術職員の専門性向上のた
め、地区合同の技術専門職員研修に10名、教
室系技術職員研修に3名を参加させ、本学独
自の技術職員研修－生物、安全管理コース（1
0名参加）および名古屋大学技術研修会（212
名参加）を実施した。事務職員対象の｢名古
屋大学マネジメントセミナー」を実施した（2
00名参加）。
国立大学法人会計基準や財務会計処理の理

解を深め、説明責任を果たすための知識の習
得を目的に、会計基準研修を実施した。悩み
を持つ学生への事務職員の対応、留学生受け
入れ等、学生支援を主題として、教務学生事
務担当者実務研修を実施した。

119男女共同参画の 教職員の募集に際してポジティブ・ 新たに7部局が公募要項にポジティブ・ア
推進を図り、女性 アクションについての記載を徹底する クションを記載し、記載部局は合計12部局と
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制を強化し、教育 理対策に取り組む。メンタルヘルスケ た（計約100名参加）。産業医、衛生管理者が
研究・職場環境の ア講習会を継続して実施する。また、 巡視時に、当該部局に改善事項を指示し、巡
改善を図るための 人間関係を含む職場環境に関する苦情 視結果を安全衛生委員会に報告し、随時職場
体制を整備する。 等の相談・処理体制を構築する。 改善を行った。

総合的な苦情処理のシステムとして、苦情
相談窓口と苦情処理委員会を設置した。職員
から申し出のあった5件の事案を解決した。
学内向けWebサイトを改善し、教職員の苦情
相談やセクハラ相談の利用に係る便宜を図っ
た。

128セクシュアル・ セクシュアル・ハラスメント防止講 セクシュアル・ハラスメント相談所で対応
ハラスメントに関 習会等により、教職員・学生にきめ細 した相談内容等の分析に基づき、教職員（部
する相談業務及び かい研修を実施する。また、受講者の 局・職階ごとに実施、のべ782名参加）およ
防止対策を促進す 意見を、今後の相談業務や研修内容の び学部生・大学院生（延べ2,059名参加）に
る。 改善に活用する。 対するセクシュアル・ハラスメント防止講習

会を実施した。新たに教育学部附属学校にお
いても、セクシュアル・ハラスメント防止対
策を整備した。
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（Ⅱ．業務運営の改善及び効率化）

４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況

中期 （事務体制の見直し）
目標 ① 大学の業務全般を見直し、職員の意識改革を図るとともに業務の効率化の強化を目指す。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

129事業内容に対応 事務改善合理化委員会の検討結果を 平成16年度から、全学委員会を設置し、事
した事務処理体制 受け、総長補佐の意見も参考に、平成 務改善・合理化を進め、平成17年度には、仕
を構築するととも 18年4月をめどに業務をさらに合理化 訳基準等の作成による会計書類の監査部門へ
に、共通事務の集 ・簡素化するため、事務処理の見直し の書類送付の廃止、業務のマニュアル作成等
中化・情報化によ を進める。 を実施した。事務改善意見等窓口のWebサイ
り事務処理の合理 トを立ち上げ、幅広く現場からの意見収集に
化、簡素化、迅速 努めた。
化を図る。

130職員の採用や人 引き続き、事務系職員の採用にあた 事務系職員の採用にあたり、ブロック内機
事交流等、共通性 り「東海・北陸地区国立大学法人等統 関で「東海・北陸地区国立大学法人等職員採
の高い業務につい 一職員試験」を実施するとともに、ブ 用試験」を実施した。ブロック内の国立大学
て地域の国立大学 ロック内の国立大学法人等と人事交流 法人等と適切な人事交流を行った。
間で連携を図る。 を行う。

131外部人材の活用 事務改善合理化委員会において、私 私立大学に勤務している本学元職員を講師
を図る観点から、 学における外部委託導入の状況につい として意見交換会（60名参加）を実施し、私
外部委託が適切と て調査し、導入した場合の費用対効果 学における業務処理、外部委託の手法を学び、
判断される業務に なども考慮しながら、さらなる外部人 本学の業務改善に係る資料とした。外部人材
ついては積極的に 材の活用や外部委託の可能性を探る。 の活用として、文部科学省受託事業「財務マ
外部委託を行う。 ネジメントに関する調査研究事業」に参画す

ることで、理学・工学研究科等の旅費業務に
ついて、コンサルティング会社による業務分
析を行い、その結果及び改善方法等について、
関係役員、幹部職員を交えた検討会を実施し
た。
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施設整備を推進す
る。

144維持管理を一元 調査資料を基に、全学施設の維持管 電気保安、GHP空調、昇降機、自動扉、消
的・効率的に推進 理業務を一元的・効率的に実施するた 防設備、受水槽清掃点検業務の契約等を集約
する。 めの方針の策定に向けて検討を進め 化し、約28,700千円の経費を節減した。

る。
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る。

165保有施設を最大 引き続き年次計画に基づき、計画遂 附属病院中央診療棟新営、総合研究棟(工
限に活用し、プロ 行に向けての作業を行う。「総合研究 学部3号館）改修および保健学科校舎改築工
ジェクト型の研究 棟改修（工学部３号館）及び保健学科 事を実施した。独創的・先端的な科学技術研
や競争的資金によ 校舎改築」を実施する。 究の推進および社会への貢献を目的とした赤
る研究のためのス 﨑記念研究館の建設に着手した。
ペースを確保する。

166「緊急整備５か
年計画及びその後
の国の整備計画」
に基づいた施設の
整備を推進し、教
育研究施設の適正
な確保と配置、及
び部局の再配置を
推進する。

167学生向け学習ゾ
ーンの設置を検討
し、また構成員の
アメニティーに資
する施設の充実を
図る。

168男女共同参画を 保育所の建築に着手する。 男女共同参画の推進に資するため、30人の
促進するための環 乳幼児を収容できる保育所を竣工した。
境整備を進める。
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Ⅹ．その他
１．施設・設備に関する状況

施設・設備の内容 決定額（百万円) 財 源

・附属病院中央診療棟 総額 11,190 施設整備補助金 （ 2,357）
・東山団地総合研究棟改修 船舶建造費補助金 （ 0）
・大幸団地校舎改築 長期借入金 （ 8,744）
・小規模改修 国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ施設費交付金 （ 89）
・緑道1号
・アスベスト対策事業
・病院特別医療機械整備

２．人事に関する状況

「Ⅱ業務運営の改善及び効率化 ３．人事の適正化に関する実施状況」のとおり。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細
（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）
当期振替額

交付年度 期首残高 交付金当 運営費交 資産見返運 資本剰余金 小 計 期末残高
期交付額 付金収益 営費交付金

平成１６年度 520 － 520 － － 520 －

平成１７年度 － 36,691 32,810 2,343 3 35,156 1,535

計 520 36,691 33,330 2,343 3 35,676 1,535

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細
①平成１６年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

費用進行基 運営費交付 520 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当
準による振 金収益 ②当該業務に係る損益等
替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：520

資産見返運 0 (人件費：520)
営費交付金 ｲ)固定資産の取得額：研究機器0

③運営費交付金の振替額の積算根拠
資本剰余金 0 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務520百万円を収益

化。
計 520
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３．関連公益法人等

関連公益法人等名 代表者名


